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開発についての諸考察：導入＊1
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1．はじめに
世界には、7億人を超える人々が貧困状態にあり、

8億人を超える人々が栄養不良で、500万人を超える
子どもが5歳の誕生日を迎える前に毎年亡くなってい
る（United Nations, 2018）。このように、開発途上
国を中心に、人が生きていく上で最低限必要なニー
ズ＊2を満たすこともできないような深刻な状況が未だ
続いている。しかし、このような目を覆いたくなる足
元の状況から視線を上げ、より長い時間軸で世界を俯
瞰すれば、異なる見方も可能となる。つまり、これま
で定常状態にあり、過去200年にわたって、時代に
よっては必要悪とまでされた（絶対的）貧困＊3は根絶
可能という段階にまで達してきているとも言える。こ
の歴史的な転機を簡潔に記したものとして、世界銀行
でチーフエコノミスト等の要職を歴任したMartin 
Ravallion現ジョージタウン大学教授＊4は自著で次の
ように記述している。
“Recognizing the marked transition in mainstream 

thinking about poverty over 200 years makes one 
more optimistic that the idea of eliminating poverty 

＊1） 本稿に対してコメントをくださった方々にこの場をお借りして御礼を申し上げる。また、本稿の内容及び意見は筆者の個人的な見解であり、筆者の所
属する組織の見解を示すものではない。ありうべき誤りは筆者に帰す。

＊2） 1976年に開催された国際労働機関（ILO）の世界雇用会議にて提唱された、人間としての基本的ニーズ（Basic Human Needs）の概念も参照され
たい（ILO, 1976）。

＊3） Ravallion（2016, p9）は、貧困が必要悪とされていたことを示す一例として、“The poor...are like the shadows in a painting：they provide 
the necessary contrast.”というPhilippe Hecquetによる記述を引用している。

＊4） 同教授は、開発援助、中でも貧困発生のメカニズムに係る研究を一貫して続け、貧困削減に資する良質な政策的知見を生産し続けている。
＊5） 開発途上国の経済及び社会開発を目的として行われる資金援助や技術移転。政府、民間、非営利団体によるものに大別される。開発援助や開発協力な

どとも呼ばれる。
＊6） 貧困に係る研究や所得分配の不平等に関する理論への貢献によって1998年にノーベル経済学賞を受賞したアマルティア・センは、貧困を基本的なケ

イパビリティの絶対的剥奪とし、貧困の多面的側面を考慮したケイパビリティ・アプローチを提示している。しかし、貧困を反映する様々な指標のう
ち何を選択するべきで、また、選択された指標をどのようにウエイトづけするかという実用的な問題が存在する（黒崎2009，p18-19）。

＊7） PPPの算定は、世界銀行の International Comparison Program （http://siteresources.worldbank.org/ICPEXT/Resources/ICP_2011.html）
により行われている。近年の測定は、最新のものが2011年で、その前2つは2005年と1993年に実施されている。PPP換算レートの変更に応じて、
貧困者数の推定が変動する点には注意したい。

can be more than a dream （Ravallion 2015, p88）.”
本稿では、世界が迎えている上述の転機にあたり、

開発途上国を取り巻く状況を概観することを目的とす
る。特に、国際社会の主要課題として設定されている
貧困削減と開発支援＊5の役割に焦点を当てる。2節で
は、現在に至るまでの貧困の動態を確認し、3節では、
開発効果、中でも貧困削減のドライバーとなる経済成
長との関係を精緻に検証し、因果関係を初めて示した
Galiani et al. （2016）を取り上げる。4節は、トリク
ルダウン型の成長から包摂的成長への政策転換につい
て触れ、5節で本稿を結びたい。

2． 開発支援の中心課題である貧困と 
その動態

開発の文脈における貧困の基本概念は、Well-being
（身体、精神、社会的な側面で良好な状態にあること
を意味する概念）の剥奪（Haughton and Khandker, 
2009）＊6にあると考えることができ、より実際的な最
新の貧困線の定義は、「1人当たり1日1.9購買力平価

（PPP）＊7ドル」というもので、国連や世界銀行のみな
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らず広範に用いられている。PPPは、世界各国の物価
に基づき算出される物価指標であり、これを用いるこ
とで各国の所得や消費を比較することが可能になる。

Bourguignon and Morrisson（2002）によれば、
二世紀程前の1820年においては、世界人口の大多数
である83.9％が絶対貧困と推定されている＊8。その後
の貧困率は、1820年から1900年代中盤まで概ね単
線的に減少し、60％程度まで達していると推定され
ている（Bourguignon and Morrisson, 2002；Chen 
and Ravallion, 2010）。比較的近年の貧困率は、世界
銀行の最新推定＊9によれば、1990年に36％（18億
9482万人）、2005年に20.8％（13億5219万人）、
2015年には10.0％（7億3586万人）＊10まで減少して
おり、この200年程で、世界人口の大多数を占めた貧
困は少数に転じている。今後、このペースで貧困削減
が続いていけば、貧困が根絶可能な段階に達してきて
いることも頷けるだろう。

このような状況下において、貧困削減は、持続可能
な開発目標（SDGs）＊11の第1目標にも掲げられるな
ど、国際社会の主要アジェンダとなっている。2030
年までにあらゆる形態の貧困に終止符を打つ、という
目標に対して、我が国を含めた193の国連加盟国が取
り組んでいる。

3． 開発援助、貧困削減、経済成長の 
相互関係

3.1. 開発援助と貧困削減のドライバーである
経済成長との間の因果関係

それでは、開発援助は本当に受益国の貧困削減に役
立っているのだろうか。この根本的な問いに対して、
これまで数多くの実証研究が蓄積されてきた。

生活水準を反映する所得及び消費の変化が、経済成

＊8） 1日当たりPPP$1を貧困線として設定。
＊9） PovcalNetを参照（1日当たりPPP$1.9を貧困線として設定）。http://iresearch.worldbank.org/PovcalNet/povDuplicateWB.aspx
＊10） 地域別でみると、最新の貧困率は、サブサハラ・アフリカが最も高く41.1％（2015年）となっており、次いで南アジアが16.2％（2013年）と高

い。その他の地域は、中東・北アフリカが5.0％、ラテンアメリカ・カリブ海が4.1％、東アジア大洋州が2.3％、ヨーロッパ・中央アジアが1.5％
と、上述の貧困率上位2地域と大きな開きがある。

＊11） SDGsとは、2015年9月、ニューヨーク国連本部において開催された「国連持続可能な開発サミット」において、193の加盟国によって「我々の世
界を変革する：持続可能な開発のための2030アジェンダ」として全会一致で採択されたもの。2000年9月に国連ミレニアム・サミットにて採択さ
れた「国連ミレニアム宣言」と1990年代に開催された主要な国際会議やサミットでの開発目標を纏めた「ミレニアム開発目標（MDGs）」を受け継
いでいる。

＊12） 関連する論文として、例えば、Bourguignon（2004）, Datt and Ravallion （1992）, Kakwani, （1993）, Kakwani, （2000）を参照。
＊13） 2018年11月7日時点で同論文の引用数は5414に達しており、同論文の影響力は非常に大きい。
＊14） IDAは、1960年に設立された世界銀行のグループ機関。一定基準の1人当たりGNIを下回る世界の最貧国（2018年時点で1人当たりGNI＄1,165

を閾値として設定し、それを下回る75か国）に対して、譲許的融資と無償資金の提供を行っている。
＊15） 極めて緩やかな条件で行われる融資。IDAの譲許的融資は、無利子または極めて低利、5～10年の支払い猶予期間、返済期間が30～40年と長期にわ

たる。詳細は、下記URLを参照。http://ida.worldbank.org/�nancing/ida-lending-terms

長と所得（再）分配の関数｛所得及び消費の変化＝F
（経済成長，所得（再）分配）｝＊12であることを前提と
すれば、特に開発途上国において政府の再分配機能が
弱いという現実的な仮定の下、貧困削減には経済成長
が必要となることは多くの開発分野の専門家ならび
に、経済学者が支持している（Dollar and Kraay, 
2002；Besley and Burgess, 2003；Dollar et al., 
2016）。開発援助が受益国の経済成長に与える影響を
検証した数多くの実証研究の中でも、その因果関係を
初めて示したGaliani et al. （2016）は、開発援助が
経済成長に寄与することを説得的に示している。

開発援助と経済成長の間の関係を検証したGaliani 
et al. （2016）以前の既存研究は、推定結果が相関関
係に留まる上、推定結果そのものにもばらつきがあ
り、同関係に対する統一的な見解は見出せていなかっ
た（Galiani et al., 2016；Rajan and Subramanian, 
2008；Arndt et al.. 2010）。例えば、Burnside and 
Dollar（2000）＊13は、開発援助受入国の財政・金融・
貿易政策が良好である場合、経済成長に正の効果を与
えるという結論を出した。その一方で、同様のデータ
をさらに更新・拡張したものを用いて同様の分析を
行 っ たEasterly et al. （2004） は、Burnside and 
Dollar（2000）の推定結果は頑健なものではなく、
開発援助に効果がないと言わないまでも、経済成長と
の間の正の関係は成立しないと反論している。

上記のような背景の中、Galiani et al. （2016）は、
世界銀行グループ機関である国際開発協会（IDA）＊14

の開発援助供与条件を1987～2000年の期間に卒業し
た国において、開発援助額が国民総所得（GNI）比で
平均約59％減っている事実に着目し、開発援助と経
済成長の間の因果関係を検証している。具体的には、
最貧国向けの譲許的融資＊15と無償資金供与を行うIDA
の開発援助供与条件を卒業したか否かを開発援助の操
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作変数＊16と捉え、操作変数法により因果推論を行なっ
ている。推定結果によれば、開発援助がGNI比1パー
センテージポイント増えるごとに1人当たり実質
GDP成長率が0.35パーセンテージポイント増えるこ
とがわかった＊17。この結果に基づけば、最貧国におい
ては、開発援助が経済成長を促し、経済成長によって
所得及び消費が増加し、貧困削減に繋がりうる、と考
えることができる。

3.2. トリクルダウン型の成長から包摂的成長
への政策転換

3.1.では、経済成長が貧困削減に寄与すること
（Dollar and Kraay, 2002；Besley and Burgess, 
2003；Dollar et al., 2016）と開発援助が少なくとも
最貧国においては経済成長に寄与すること（Galiani 
et al., 2016）を確認した。特に、最貧国において、
政府の再分配機能が弱いという現実的な仮定の下、貧
困削減のためには開発援助を通じた経済成長の促進が
一つの重点政策となることに相違はないだろう。た
だ、経済成長といっても、その在り方は様々である。
近年では、この経済成長の在り方について、各国政府
及び国際機関の開発政策に大きな影響を与えうる論考
が公表されている。

IMF Staff Discussion Noteに掲載されたDabla-
Norris et al. （2015）は、所得分配が経済成長とその
持続性に影響を与えることを示している。具体的には、
所得上位20％の所得全体に占める割合が増えると、中
期的な経済成長が減速するとしている。つまり、経済
成長の恩恵がトリクルダウンしない（徐々に全体に浸
透しない）というのだ。さらに、所得下位20％の所得
全体に占める割合が増えると中期的な経済成長は加速
すると結論づけている。Dabla-Norris et al. （2015）

＊16） Galiani et al. （2016）の文脈でいう操作変数とは、原因（開発援助）に影響を与えるが、結果（経済成長）及び誤差項に含まれる変数には直接影響
しない変数を指す。

＊17） 同論文には一定の限界もある。例えば、Galiani et al. （2016）が結論で述べているように、IDAの援助供与条件に該当する最貧国に分析対象が限ら
れているため、外的妥当性（他の所得レベルにある国への適用可能性）ついては慎重に考える必要がある。

＊18） 同誌の記事は以下のURLから閲覧可能（2018年11月8日確認時点）。
 https://www.theguardian.com/business/2015/jun/15/focus-on-low-income-families-to-boost-economic-growth-says-imf-study
 https://www.theguardian.com/business/economics-blog/2015/jun/21/so-much-for-trickle-down-bold-reforms-are-required-to-

tackle-inequality
＊19） 同演説の内容は以下のURLから閲覧可能（2018年11月8日確認時点）。
 http://www.worldbank.org/ja/news/press-release/2015/10/01/governments-focus-shared-prosperity-inequality-world-bank-

group-president
＊20） 1997～2000年に世界銀行でチーフエコノミストを務めた後、2001年に情報の非対称性を考慮した市場の分析に対する貢献でノーベル経済学賞を

受賞した。
＊21） 「Stockholm Statement」は、スウェーデン国際開発協力庁（SIDA）と世界銀行により2016年9月16-17日に共催された国際会議における議論

に基づき作成されている。同声明は、以下のURLから閲覧可能（2018年11月8日確認時点）。
 https://www.sida.se/globalassets/sida/eng/press/stockholm-statement.pdf

が2015年6月15日に公表されてから間もなく、The 
Guardian誌＊18においても同論文の内容が取り上げら
れているなど、その後もトリクルダウン型の成長を退
け、包摂的な成長を支持する動きは広がった。2015年
10月1日には、世界銀行総裁がワシントンDCにおけ
る演説＊19でその旨を公表し、そこから約1年後の2016
年11月15日、世界銀行でチーフエコノミストを務め
たFrancois Bourguignon, Joseph Stiglitz＊20, Justin 
Yifu Lin, Kaushik Basuを含む13人の有力経済学者に
よる共同声明「Stockholm Statement」＊21もまた、ト
リクルダウン型の経済成長が時代遅れの考え方である
ことを発表した。同共同声明の主なメッセージは、第
1に、経済成長はそれ自体が目的ではなく、伝統的な
経済学の考え方はもはや適用されない、第2に、開発
は包摂的でなければならないというものになっている。

おわりに
本稿では、国際社会がその主要アジェンダとして貧

困削減に取り組み、貧困の根絶が可能とまでいわれる
段階に達している歴史的転機にある中、開発途上国を
取り巻く状況を概観してきた。

翻って、我が国の国内情勢に目を向ければ、潜在成
長率を上回る成長の継続、過去25年間で最も低い失
業率、財政赤字GDP比の減少など経済政策の成果が
出ている（IMF, 2018）ものの、累積する巨額公的債
務や頻発する自然災害被害からの復興など、課題も多
い。しかしながら、2015年2月10日に閣議決定され
た我が国の開発協力大綱にも記載があるように、人道
的な見地のみならず、開発途上国及び新興国の包摂的
で持続可能な成長の実現は、相互依存が深化する現代
において、世界経済の安定的な成長、ひいては、我が
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国の持続的な繁栄に繋がっていくとみられる。今後、
限られた資源の効率的かつ効果的な活用がより進展
し、開発途上国をはじめ、世界のあらゆる開発課題が
解決されていくことをより一層期待したい。
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